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巻　頭　言

　2022年度の事業報告書の発刊に際しまして、一言ご挨拶を述べさせて頂きます。
　本年に入ってwithコロナの方向性が明確になり、５類感染症としての対応に社会が移行したものの、
昨年度の大半、我々サステイナビリティ研究所の活動は依然新型コロナウイルス対策対応の影響を大
きく受け、本来目指した取り組みが限定的になってしまいました。また加えて、昨年２月に開始された
ロシアのウクライナ侵攻による戦禍も継続され、人的、物的被害拡大のほか、エネルギー供給バランス
が崩れることによって、日本においてもガソリンや電気、ガス価格の高騰の影響を受けるなど、本学並
びに本研究所が目指す社会のサステイナビリティ・持続可能性に対する危機的な状況が継続されたと
言えます。
　このような背景の中、サステイナビリティ研究所の活動として、昨年度より学生向けに開始した「SDG
ｓ活動推進助成制度」で５件の個人及び団体への助成を行い、SDGs活動を増強して行いました。ロシ
アのウクライナ侵攻に対しても、SDGｓが目指す目標のひとつである「平和と公正をすべての人に」を
達成すべく、「ウクライナ避難民の支援と人類社会の未来像」と題して本研究所主催で学術講演会を開
催いたしました。この講演会は、本学がウクライナからの避難民として受け入れているユリア・メドベー
ジェワさんの研究発表会を兼ね、加えて翌日開催したウクライナ民族楽器バンドゥーラの演奏者である
ナターシャ・グジーさんのウクライナ支援演奏会とも関連付けて実施したものです。
　コロナ禍やウクライナの戦禍があっても、このように社会の情勢に合わせて、社会の持続可能性を
目指す活動を実施できたことは、中国の諺にあり私の座右の銘でもある、「人間万事塞翁が馬」に例え、
どのような状況でも、志が正しければ災いが福に転化できることを示していると確信するところです。
　年度が変わり本年４月末には、本学と鳥取市らが共同提案していた環境省の「脱炭素先行地域プロ
ジェクト」が採択され、本研究所もこのプロジェクトを助成する研究開発をスタートしています。社会
全体の脱炭素の動きは、SDGｓの目標にも掲げられていると同時に、政府等が主導する「GX（Green 
Transformation）」と呼ばれる社会全体のしくみを化石燃料から脱却する取り組みであり、研究開発の
新しい方向性の胎動が生じてきています。このような本研究所の今後の活動に、ご期待頂ければ幸甚
に存じます。

　最後になりますが、本学内及び鳥取県、鳥取市、鳥取商工会議所等、SDGｓ諸活動に日頃よりご協
力頂いている皆様に感謝申し上げるとともに、この報告書の成果が、将来社会をより良くする人類の英
知の一端になることを期待して、私の巻頭言に代えさせていただきます。

2023年９月吉日
サステイナビリティ研究所長

田島　正喜
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ウクライナ避難民の支援と人類社会の未来像
－多民族共生／ごちゃまぜ型の居場所に係わる考察－

環境学部環境学科　　浅　川　滋　男

《研究概要》

　2022年２月24日以降、ロシアによってなされたウクライナ侵攻はあまりにも衝撃的であり、いった

い私たちに何ができるか、を考えさせられた。その結果、チャリティ活動等による避難民窓口への寄

付とともに、日本に逃れてきた人々の支援の課題を発見し解決することがまずは必要だとの認識に至

る。とくに後者については、海外からの避難民の受け入れが多民族共生社会への第一歩になるという

期待を込めている。この場合、避難民を単独に扱うのではなく、障碍者・高齢者等と健常者・若者・

子供らを融和的に交流させる福祉系「ごちゃまぜのまちづくり」が有効な参照モデルとなりうる。また、

在日ウクライナ避難民の大半が東京など大都市に集中するなかで、日本海側の過疎地に定着しつつあ

る人々の意識を「田舎暮らし」の観点から捉えることも目標の一つとした。こうした前提の下、以下

の活動に取り組んだ。

　１�）日本海側過疎地に居住する避難民の取材：　昨年６月、４名のロシア人が出雲に逃れてきた。

サンクトペテルブルグの日系企業で雇用された４名のうち１名の男性が、モスクワで反戦デモ

に参加して拘留され、罰則としてウクライナ前線に派兵される可能性が高まったため、日本人

CEOが４名を日本に連れ帰り、知人のつてから出雲を居地とし、IT技術を駆使したウクライナ

避難民の支援活動を行っている。来日直後に出雲を訪ね、４人のロシア人や支援者と面談した。

続く９月には、彦根（キッチンカー経営）、福井（ランゲージ・アカデミー）、石川（日本航空高

校石川）のウクライナ避難民を訪ねた。

　２�）ウクライナ避難民の支援に係る講演会：　10月４日、本学サス研究主催の講演会で浅川が「ウ

クライナ避難民の居場所を読み解く」を講演した。内容は、おもに１）の成果による。

　３�）龍岩寺ごちゃまぜBOX：「ごちゃまぜのまちづくり」を実践する就労継続支援A型の社会福祉

法人「佛子園」（石川県）と、佛子園をモデルにして「生涯活躍のまち」の拠点整備全国展開す

る青年海外協力協会ＪＯＣＡのスタッフを招聘し、岩美町の龍岩寺でシンポジウムを開催した（11

月19日）。
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　４�）和洋折衷・新旧融合型の古民家再生：　新潟の限界集落に定住して古民家再生に取り組む旧東

ドイツ出身の建築家、カール・ベンクス氏の手法にならう新しいスタイルの古民家再生を将来的

に実践するため、鳥取市河原町の旧地主住宅Ｔ家を実測調査し、分譲型の再生案を提示した。ま

た、新しい古民家再生の在り方を吸収するため、上方往来用瀬、丹波篠山、那覇などを視察した。

今後、詳細を詰める。

《研究成果》

　研究概要の番号にあわせて成果と展望を述べる。

　１�）～２）出雲のロシア人たちは、田舎は物価や住宅費用が安くて暮らしやすく、ネット上の支援

活動にも支障がないとして出雲での生活に肯定的である（鳥取在住のウクライナ人２名も同じ）。

日本に逃れてくる日本人は東京以外の日本を知らないので、ドポモ－ガ（dopomoga.jp）という

支援サイトでは、地方の良好な仕事や住宅を斡旋中。一方、彦根や北陸では、親類のつてや語学

学校・高校のネット上オファーに申請した結果での定着であり、とくに田舎暮らしの指向はなく、

将来は大都市での就職に意欲を示した。ネットの情報に接するのはウクライナ都市部の居住者に

偏向しがちであり、地方の、とくに農村部に広報が及んでおらず、農民たちが移住避難のための

手段や保証人の確保ができない状況とも関係がある。世界有数の農業国ウクライナの農民の多く

は、海外への避難ができない状態にあり、かれらにも都市居住者と同じように避難のオファーが

出せるようになれば、日本海側の過疎地で農業など第一次産業に従事する移住者が増える可能性

がある。

　３�）佛子園の福祉事業は、障碍者等を隔離する旧来の「特養」的介護を否定し、施設の中にジム、プー

ル、食堂、保育園などを設けて障碍者と健常者を自由に交流させるものである。それは「支援す

る側／される側」の二極構造ではなく、両者が入れ替わる双方向の支援である。一方が他方に寄

り添うのではなく、双方が寄り合うことで健全な支援が成立する。この方式は、国外からの避難

民や移住者にもそのまま応用可能であり、この場合、障碍者や避難民の労働（雇用）が交流の鍵

を握る。

　４�）T家の再生活用は幕末に遡る土蔵など付属施設に限定し、和洋折衷・新旧融合だけでなく、中

国茶館のシノワズリ的フレイバーを備えるものとして提案した。今後、詳細を詰める。

《成果報告書》　�浅川（編）『居場所とマイノリティ ブータンとウクライナ、そして過疎社会』ASALAB

報告書第41輯、2023：124p.
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鳥取県若桜町と八頭町の農山地の持続的管理・利用のための超学際的研究

環境学部環境学科　　加　藤　禎　久

１．研究の背景

　本研究の着想は、研究代表者が2021年４月に本学に着任して以来、専門とする緑地計画学およびグ

リーンインフラ（※）研究分野で思考している、「都市部と農山村部で必要とされるグリーンインフ

ラは異なるのではないか、どういったグリーンインフラが適切なのか」という学術的な疑問から出発

している。本研究の構想の背景には、農山村部の「緑は豊富だが価値が低い・管理する人が不足して

いる」という課題への問題意識がある。農山地には、生態系サービス分類でいえば食料生産や木材の

供給などの供給サービスをはじめとする多面的な機能が期待できるが、担い手不足や高齢化により、

本来の多様な機能を発揮できなくなってきている。この状況は、手入れが行き届いていない人工林、

耕作放棄地、低・未利用地の増加といった形で現れている。この問題は、人口減少、少子高齢化が進

んでいる農山村部で特に顕著である。

　管理作業量の算出については、これまで都市緑地・森林や里山の管理作業量の算出等の研究がある

が、事例の蓄積や地域特性の差異を比較分析する必要があるため、本研究のような中国地方の事例が

求められている。生態系サービス評価は国内外で多様な研究が行われているが、統合的機能評価や文

化サービスの定量化に関する研究が十分とは言えない。本研究では経済学などの視点を取り入れるこ

とにより、農山地の多機能性の総合評価にも挑戦する。

２．研究目的

　本研究ではこうした地方の二次的自然の管理と機能評価という課題を、林野率が８割を超える典型

的な中山間地域である鳥取県若桜町と、隣接する八頭町を対象に考える（表１）。研究目的は、全域

の森林と農地を対象に、（1）農山地の維持管理に要する作業量（以下、管理作業量）および農山地の

有する多面的機能（生態系サービス）を定量化、また、GIS（地理情報システム）を用いて可視化する、

さらに、（2）シナリオ分析を用いて、2050年の地域の将来像を実現するための異なる政策・行動シナ

リオごとのコスト（管理作業量）とベネフィット（生態系サービス）を全体として勘定し分析するこ

とで、人口減少下で現実的なベストバランスを導き出すことである。バックキャスティングによるい

くつかのシナリオごとに、それを実現するためのコスト（管理作業量）とベネフィット（生態系サー

ビス）を考え、定量的・空間的に分析する。

　※グリーンインフラとは「自然の持つ多機能性やしなやかな回復能力などの特性を賢く活用する
　　インフラ整備・国土の管理手法の新しい概念」である（研究代表者が2015年の設立当初から
　　参画しているグリーンインフラ研究会による）。
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３．申請当初の研究計画

　研究計画の内訳は、①緑地管理GISベースマップの構築、②管理作業量の定量化、③生態系サービ

スの定量化、④シナリオ分析である。研究期間は、①～④のすべてを完了するのに３年間を想定して

いる。研究手法は、共同研究者の川口ら（2019）が開発した手法を応用し、本研究独自の手法を加え

る。本報告では、１年目の研究成果を報告する。

４．研究手法

４．１．土地利用図の作成

　令和４年度は、今後の生態系サービス分析や地域の将来像の基盤になるGIS（地理情報システム）

ベースマップの構築を、衛星画像判読の専門的技術をもった環境コンサルティング会社と連携して

行った。鳥取県若桜町および八頭町全域の土地利用図を作成した。

４．１．１．使用した衛星画像および公開情報

　土地利用図は着葉期および紅葉期の衛星画像判読により作成した。着葉期の衛星画像としてSPOT

６衛星画像（2020年６月23日撮影、PMS_N-パンシャープン1.5mオルソ補正）を、紅葉期の衛星画像

としてSPOT7衛星画像（2021年11月11日撮影、PMS_N-パンシャープン1.5mオルソ補正）を使用した。

使用した衛星画像を図１に示す。また、判読の補助として、インターネット上で公開されている農地

の区画情報（筆ポリゴン）や自然環境調査Web-GIS「植生調査（1/2.5万）」等のGISデータを使用した。

これらのデータをGISソフト上で衛星画像と重ねあわせ、利用状況や境界に大きな変化が見られない

場合はその境界に準拠することとした。

表１　鳥取県若桜町と八頭町の特徴

自治体 人口（人） 高齢化率（%） 林野率（%） 面積（㎢）
若桜町  2,864 48.6 93 199.3
八頭町 15,937 36.3 80 206.7

図1　判読に使用した衛星画像（着葉期：左、紅葉期：右）
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４．１．２．現地確認調査

　衛星画像や公開情報を基に素判読を実施し、土地利用状況が不明であった箇所について現地確認調

査を実施した。

４．１．３．土地利用図の判読および土地利用図の作成

　土地利用図の凡例は土地利用細分メッシュ（国土地理院、国土数値情報（土地利用細分メッシュ））

で使用されている土地利用種別に準拠した。土地利用図の凡例を表２に示す。作成に当たっては、ま

ず、最小図示単位５mのポリゴンデータを作成し、GISソフト上で空間分解能５mのメッシュデータ

に変換した。

４．２．植生図の作成

　本研究では、農地と森林に着目し、詳しく区分した図を「植生図」と呼称している。植生図も土地

利用図と同様に衛星画像判読により作成した。対象地域の植生は景観レベルで判読し、空間分解能は

５mである。

５．GISベースマップの作成結果

　作成した土地利用図と凡例は以下のとおりである（図２）。各土地利用種別（凡例）の面積と割合

を表３に示す。若桜町・八頭町の88.3%を森林、3.5%を田、1.9%をその他の農用地が占めていた。なお、

若桜町・八頭町は海に面していないので、海浜、海水域は存在しない。

表２　土地利用図の凡例

コード 種　別 定　　　　義
1 田 湿田・乾田・沼田・蓮田及び田とする。

2 その他の農用地 麦・陸稲・野菜・草地・芝地・りんご・梨・桃・ブドウ・茶・桐・
はぜ・こうぞ・しゅろ等を栽培する土地とする。

3 森林 多年生植物の密生している地域とする。

4 荒地
しの地・荒地・がけ・岩・万年雪・湿地・採鉱地等で旧土地利
用データが荒地であるところとする。がけ崩れ、土砂崩れ、空地、
道路脇の空き地（放置されたような場所）もこれに含める。

5 建物用地 住宅地・市街地等で建物が密集しているところとする。

6 道路 道路などで、面的に捉えられるものとする。

7 鉄道 鉄道・操車場などで、面的にとらえられるものとする。

8 その他の用地

運動競技場、空港、競馬場・野球場・学校港湾地区・人工造成
地の空地等とする。面（植生なし）、太陽光発電、鉄塔の土台、
作業道脇の空き地（目的がありそうな場所）、駐車場、公園、広
場、学校の敷地、墓地などもこれに含める。

9 河川地及び湖沼 人工湖・自然湖・池・養魚場等で平水時に常に水を湛えている
ところ及び河川・河川区域の河川敷とする。

10 海浜 海岸に接する砂、れき、岩の区域とする。

11 海水域 隠顕岩、干潟、シーパースも海に含める。

12 ゴルフ場 ゴルフ場のゴルフコースの集まっている部分のフェアウエイ及
びラフの外側と森林の境目を境界とする。
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表３　土地利用図の凡例の面積とその割合

凡例 面積（ha） 割合
1 田 1439.5 3.5%
2 その他の農用地 788.5 1.9%
3 森林 35849.8 88.3%
4 荒地 432.3 1.1%
5 建物用地 581.8 1.4%
6 道路 226.9 0.6%
7 鉄道 30.4 0.1%
8 その他の用地 879.0 2.2%
9 河川地及び湖沼 309.5 0.8%
10 海浜 0.0 0.0%
11 海水域 0.0 0.0%
12 ゴルフ場 42.2 0.1%

合　　計 40579.9

 図2　鳥取県若桜町・八頭町の土地利用図
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６．ランドスケープ構造の分析および解像度の変化がランドスケープ構造指標に及ぼす影響

　作成した土地利用図の空間構造を代表的なランドスケープ構造指標（landscape metrics）で分析し、

ランドスケープ構造指標が異なる解像度（空間分解能）下でどのように変化するかの解析を行った。

本研究では、解像度を変えた（５、10、30、50、100 m）同一の土地利用地図を用いて、６つのクラ

スレベルのランドスケープ指標と２つの景観レベルのランドスケープ指標の値の変化を分析した。そ

の結果、解像度の変化がランドスケープ構造指標に及ぼす影響は、ランドスケープ指標と指標内の土

地利用種別の面積割合によって異なることが判明した。結果の詳細は現在、学術雑誌に投稿中である

ため、本報告では概要に留める。

謝　辞

　本研究を実施するにあたって、アジア航測株式会社の本部星氏に協力をいただいた。
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　〔1〕�川口暢子、林希一郎、藤井実：都市緑地管理活動に伴う投入作業量とCO2 排出量の特徴 ―名

古屋市での事例研究―、環境共生、35（1）：18-29、2019

　〔2〕�国土地理院：国土数値情報ダウンロードサイト、国土数値情報、土地利用細分メッシュ、

https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-L03-b.html、最終確認2023年４月28日
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鳥取ブルーカーボンプロジェクト：磯焼け対策としての
ムラサキウニ駆除活動の効果把握のための基礎調査（報告）

環境学部環境学科　　太　田　太　郎
須藤　小雪*・上田　啓太**

１．はじめに

　藻場（海藻群落）が有する多面的な機能は、沿岸海域にとどまらず沖合海域にまで及ぶ海洋生態

系全体の健全性の維持に重要な役割を果たしている。中でも、最も着目されている機能が、「海のゆ

りかご」としての機能である。海藻自体がアワビ類やサザエTurbo cornutusなどの有用植食貝類の

餌料として利用されるほか（殖田・岡田 1939、山川・林 2004）、海藻に小型生物が付着することで、

藻場に蝟集したメバルSebastes inermisなどの有用魚類への餌料供給機能を有している（畑中・飯塚 

1962）。さらに、アオリイカSepioteuthis lessonianaなどの沿岸性の有用水産資源だけでなく（上田ら 

1995）、ハタハタなど成魚期に沖合の水深200m前後の海域に分布する有用魚類も藻場を産卵場として

利用している（落合・田中 1984）。このように、多様で豊かな水産資源を育む場として、藻場は極め

て重要な役割を果たしている。

　また、海藻類の持つ光合成機能は極めて高く、浅海域では植物プランクトンの光合成能力を上回る

との試算もある（堀 2017）。光合成によって二酸化炭素を吸収して酸素を生産すると共に、藻体の成

長に伴う栄養塩の吸収、蓄積によって周辺の海域の水質を浄化し、富栄養化の防止にも寄与している。

この大気中の二酸化炭素を海洋生態系に取り込む機能、すなわち「ブルーカーボン機能」の地球温暖

化対策としての有用性が、近年世界的に注目を浴びている。

　一方で、我が国沿岸域では、藻場の衰退（磯焼け）が問題となっている。磯焼けの原因は温暖化に

よる海水温の上昇による枯死、さらには生態系の攪乱による植食性動物の著しい増加などが主な要因

と考えられている（水産庁 2021）。地球温暖化により磯焼けが進行すると、磯焼けの進行によりブルー

カーボン機能も低下し、温暖化を加速するという悪循環のシナリオも想定され、対策を講じる必要性

が生じている。

　ところで、著者らは、「公立鳥取環境大学むらなかキャンパス」を拠点とし、鳥取県東部に位置す

る大谷海岸（鳥取県岩美郡岩美町）において、藻場の定性的なモニタリングを継続しており（太田ら 

2018、2020）、さらに2021年度からは同海岸における海藻類の主要食害生物であるムラサキウニの年

齢と成長の関係など、個体数動態を推定する上で必要な基礎生態に関する調査に着手した。一方、漁

業関係者から、県内各地先の海でムラサキウニの増加により藻場の荒廃が進んでいるとの声が聞かれ、

2022年度より漁業関係者および市民団体の連携による大規模なムラサキウニ駆除活動を展開する事業

* 　公立鳥取環境大学環境学部環境学科　2021年度卒業生
**　公立鳥取環境大学環境学部環境学科　2022年度卒業生
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が、鳥取県（水産振興局）により予算化され（鳥取県公式ホームページ（水産振興局漁業調整課）、

ウニ駆除・養殖による鳥取の豊かな藻場再生プロジェクト、 http://db.pref.tottori.jp/yosan/R4Yosan_

Koukai.nsf/4e3186b0e6a7e8b4492574810035b17f/3e7f239de1a3857f492587d80037b4be?OpenDocument）、

大谷海岸でも駆除活動が行われることとなった。

　このような取り組みを持続的なものとするために必要なことが、効果把握調査である。ウニ類の駆

除効果を把握する最も単純な手法は、駆除海域における潜水目視計数による分布密度の推定である。

しかしながら、ウニ類はコンクリートブロックが積まれた潜堤や、海底地形の複雑な磯場に生息し、

石やブロックの裏など見えにくいところにも生息していることから、実際には目視計数による密度把

握は容易ではない。そこで、本研究では大谷海岸におけるムラサキウニの駆除海域において、定期的

なムラサキウニのサンプリングを実施し、口器中間骨に形成される年輪を計数し、年齢と成長の関係

を調べる。得られた年齢－成長関係式をベースに、サイズ組成データを年齢組成に変換し、駆除区と

非駆除区に分布するムラサキウニの年齢組成の違いから、活動１回当たりの駆除率を推定する。さら

に、漁業者の駆除実績の推移を基に水産資源学的解析を行い、中長期的な駆除率についても推定する。

ムラサキウニ駆除活動は鳥取県内各地で展開されることから、その効果把握のモニタリング手法は簡

易なものでなければ継続が困難となる。本研究の結果より得られるムラサキウニの成長や成熟に関す

る基本パラメータを用い、ムラサキウニの駆除活動についてより簡易な効果把握手法を提示し、県内

各地の駆除活動のモニタリング体制の構築を目指すものである。

　本稿では、2022年度の調査実施状況を報告するとともに、当該調査に関する啓発活動も行ったので

合わせて報告する。

２．大谷海岸におけるムラサキウニの駆除活動

　大谷海岸は鳥取県岩美郡岩美町大谷に位置し、北東側の網代漁港の岸壁、南西側の駟馳山に囲まれ

た海岸である。網代漁港の岸壁の基部から南西方向に約400ｍ延びる砂浜海岸と、駟馳山の麓から広

がる礫浜が隣接しており、砂浜海岸の沖合約200mの位置にはコンクリートブロック製の潜堤が２つ

ある。この潜堤と礫浜から続く転石帯に藻場が形成されている。ムラサキウニの駆除活動は2022年６

月から10月にかけて、東側の潜堤の10×80mの範囲で実施した（図１）。

図1　大谷海岸における駆除区および非駆除区の位置
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　駆除活動の実績を表１に、様子を図２に示す。なお、2022年６月10日については駆除数が把握さ 

れていない。１回当たりの活動の参加人数は17～20人で、活動時間は概ね1.5から２時間程度であった。

７月１日から10月１日の駆除活動で合計9,695個体が駆除され、１回当たりの駆除数は徐々に減少す

る傾向が確認された。横（x）軸に累計駆除数、縦（y）軸に１回当たりの駆除数を取った散布図を作成

し（図３）、両者の関係について直線で回帰したところ、式１が得られた。

　y =- 0.2 x + 3393.6･･･（式１）

式１から除去法（Delury 1947）により駆除区における初期資源個体数を求めたところ、１回当たり

の駆除割合は約20％、初期資源個体数は15,662個体と推定された。

表1　大谷海岸におけるムラサキウニの駆除活動の実績

日　付 駆除数（個体） 累積駆除数（個体） 参加人数（人）
2022/6/10 不明 － 17
2022/7/１ 2377 2377 18
2022/7/25 2986 5363 19
2022/8/22 2107 7470 19
2022/9/12 1187 8657 19
2022/10/1 1038 9695 20

図2　�大谷海岸におけるムラサキウニの駆除の様子（2022年7月25日、ムラサキウニの駆除は
シュノーケリングにて行い、金属製のバールを用いてウニを叩き割る）

図3　�大谷海岸におけるムラサキウニの累積駆除個体数と１回当たりの駆除数の関係（回帰直線を
延長したx軸との交点が推定初期資源個体数となる）
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３．大谷海岸におけるムラサキウニの採集調査の実績

　駆除区に加え、非駆除区（対照区）として南西側の潜堤と礫浜から続く転石帯を調査区に設定した

（図１）。駆除区、非駆除区の２箇所において、スキューバ潜水によりムラサキウニの採集を行った。

採集は２名で１箇所につき30分ずつ行い、2022年４月17日、５月21日、６月27日、７月29日、８月30

日に行った。なお、11月８日にも調査を実施したが、荒天のため駆除区での採集が行えなかった。駆

除区、非駆除区の水深は１～３ｍであった。

図４　大谷海岸におけるムラサキウニの駆除区と非駆除区の殻長組成
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　ムラサキウニの採集個体数は、駆除区では４月に254個体、５月に204個体、６月に162個体、７月

に281個体、８月に204個体、非駆除区では４月に339個体、５月に390個体、６月に219個体、７月に

391個体、８月に378個体であった（図４）。本調査で採集した全ての個体のうち最小の個体は6.7㎜、

最大の個体は66.9㎜であった。駆除区および非駆除区とも、調査期間を通じ40 ～ 50mm付近の最頻値

を持つ群が採集された。加えて、６月以降は15mm前後に最頻値を持つ小型群が出現した。小型群の

割合は非駆除区よりも、駆除区の方が高い傾向が認められた。

　採集したムラサキウニのうち合計421個体について、口器中間骨の薄片標本を作製し、このうち、

輪紋の観察が可能だった382個体の年齢査定を行った（図５）。今後、さらに年齢査定の分析個体数を

増やし、年齢と成長の関係式を求め、殻長組成のデータについて年齢組成に変換し、駆除区と非駆除

区の組成の違いから駆除率を推定する予定である。

４．藻場再生のためのウニ駆除事業に関する啓発活動

　当該研究に係る研究成果の公表および啓発活動を以下の通り実施した。

４．１．鳥取ブルーカーボンプロジェクトキックオフ！『とっとりの海のごちそう祭』への参画

　2022年９月10日に鳥取県漁業協同組合賀露本所の市場荷さばき施設で開催された『とっとりの海

のごちそう祭』において、地元漁業関係者と共に申請者である太田がトークセッションに参加した

（https://tottori-bluecarbon.jp/cat-project02/122/）。セッションでは、鳥取の藻場の現状、さらには

ムラサキウニの駆除活動の意義について話をした。また、このイベントにおいて、ワークショップコー

ナー「海藻を使ったハーバリウム体験」を太田研究室の学生が企画、運営した。ワークショップでは

地域の子供達を中心に150名が体験し、ハーバリウム作りを通して藻場の重要性を学んだ（図６）。

図５　ムラサキウニの口器中間骨の薄片標本（年輪）
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４．２．NHK鳥取制作「海底で事件です!〜ムラサキウニの大量発生に挑む〜」に出演

　鳥取の海で起きているムラサキウニの大量発生と、それに伴う藻場の荒廃について特集した「さ

んいんスペシャル　海底で事件です! 〜ムラサキウニの大量発生に挑む〜（初回放送日: 2022年10月７

日）」に出演した（https://www.kankyo-u.ac.jp/tuesreport/2022nendo/20220930/）。この番組において、

本研究により実施しているムラサキウニの駆除活動の効果把握調査について紹介した。

４．３．水産研究実践活動報告会での研究成果の報告

　鳥取県水産振興課の主催で開催された「第23回水産研究・実践活動報告会（令和５年３月３日　於

　倉吉市）において、研究成果を報告した（http://db.pref.tottori.jp/pressrelease.nsf/webview/F4A

8A881BC13C18D492589640003918C?OpenDocument）。漁業関係者からは、「駆除活動について、実際

に数値で効果を示してもらえることはありがたい」「当該研究で得られた結果をもとに、他地域での

効果把握にも応用できる」といった意見があった。

５．今後の展開

　2022年度の調査によりムラサキウニの駆除活動が個体数の減少に及ぼす影響を数値的に示すことが

出来た。しかしながら、その効果が長期的に持続するかについては検証できていない。2023年度も引

き続き採集調査を行い、活動から１年以上経過しても駆除の効果（ムラサキウニの個体数密度の減

少）が維持されているのかを検証する必要がある。また、2023年度に新たな駆除区が設定される予定

もあり、前年と同様の調査を行い、再現データを取得する。さらに、ムラサキウニの駆除により個体

数密度を減らすことが、本当に藻場の再生に寄与するのかについて、海外での検証事例はあるものの

（Valentine and Johnson 2005）、我が国における知見は断片的であり、山陰周辺海域で検証した事例

はほとんどない。2022年度の駆除区域における藻場の繁茂状況についてモニタリングを行う必要がある。

図6　『とっとりの海のごちそう祭』の様子
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　本研究の最終的な目的は、ムラサキウニの駆除活動などの藻場再生事業をカーボンクレジット化す

ることにある。鳥取県における藻場の再生活動は全国でも先駆的であり、ムラサキウニの駆除活動に

ついても全県的に大規模に実施する事例はなく、このような調査研究は他の海域では実施できない。

これまで藻場の再生活動は、漁業者のための活動（アワビやサザエの餌場、魚類など水産資源の育成

場としての機能）として行われ、この活動資金については行政の補助金に依存する部分が大きかった。

藻場の再生活動による二酸化炭素吸収能を科学的に評価する事で、活動の社会的価値が高まり、クレ

ジット化も現実味を帯びるものと考えられる。売るための魚を育てる「漁場環境づくりと」して取り

組まれてきた藻場の再生活動自体が商品化されれば、漁業者、漁村の新たな価値の創造に繋がり、現

在停滞傾向にある水産業の成長産業化にも大きく寄与することが期待される。
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鳥取県における熱中症リスクの評価
－IoT技術を用いた熱中症予測の確立－

環境学部環境学科　　重　田　祥　範
大谷　一貴・佐々木　琴奈

1．はじめに

　昨今、地球温暖化やヒートアイランド現象の影響で、夏季日中の気温上昇が懸念されている。日本

の夏、特に８月の平均気温は、1898年（明治31年）以降、100年あたり1.13℃の割合で上昇している（文

部科学省・気象庁、2020）。この気温上昇に伴い、熱帯夜（日最低気温≧25.0℃）や猛暑日（日最高

気温≧35.0℃）、真夏日（日最高気温≧30.0℃）の日数が増加している（文部科学省・気象庁、2020）。

2018年7月28日には、埼玉県熊谷市で日最高気温が41.1℃を記録し、2020年8月17日に静岡県浜松市で

41.1℃、同年９月３日には新潟県三条市で40.4℃と、様々な地域で日中の気温が40℃以上となった。

2020年８月は浜松市以外にも全国各地で40℃を超える気温が記録されるなど、近年は日中における気

温上昇が目立っている。

　このような厳しい暑熱環境が継続した場合には、我々の身体に不調を引き起こす。その最たる例が

熱中症である。2013年から2022年の熱中症による救急搬送人員数（総務省）のデータを見てみると、

2015年から2017年までは減少傾向がみられ20000人を下回っていた。しかし、2018年以降は搬送数が

著しく増加しており、2022年には60000人を超えるなど、決して軽視できないものとなってきている（第

１図）。そのため、熱中症に関する研究は多岐にわたりおこなわれてきた。例えば、人口動態統計や

救急搬送データ、気象庁の観測データに基づき、熱中症死亡者数と熱帯夜・真夏日などの気象統計項

目や熱中症発症リスクと日最高気温の関係性が明らかにされてきた（中井、1993；入來、2000）。南（2004）

では、現在厳しい暑熱期間が長引く傾向にあることや今後気候の高温化に拍車がかかっていくことに

より、熱中症患者のさらなる増加が予想されている。そのため、今後の暑熱環境の悪化にともなう熱

中症リスクに備え、夏季猛暑下の気象情報を把握し、適切な対策を取っていくことが必要となってくる。

図１　全国の熱中症救急搬送人員数の経年変化（総務省の統計デ－タより作成）
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2．暑熱障害

2．1．熱中症

　熱中症とは、暑熱障害の総称である。症状により、熱失神、熱けいれん、熱疲労、熱射病（日射病）

などの病型で分類される。人間の体は、運動や内臓の働きにより常に熱エネルギーが生み出される。

そのため、暑熱環境下でも異常な体温上昇を抑えるための、効率的な体温調節機能が備わっている。

体温が上昇すると主に２つの体温調節方法により平熱が保たれる。１つは、皮膚表面からの熱放散で

ある。高温環境にさらされると自律神経を介して体表面付近の末梢血管が拡張する。血管が拡張する

ことで、血流量が増加するため外気へと熱が放散され、体温低下を図ることができる。２つ目は発汗

である。汗の蒸発にともない、気化熱により体温が低下する。平時であれば、これらの調節機能によ

り体温が維持されるが、熱産生量と熱放散量のバランスが崩れると体温は急激に上昇する。その状態

が熱中症である。多量の発汗により体水分量が減少すると、血流量の減少により意識障害が生じる。

また、高体温は脳や肝臓、腎臓の機能障害にもつながる。そのため、適切な予防法及び処置の周知が

重要とされている（環境省、2018）。

　一般的に、脱水状態にある人、高齢者、乳幼児、障害を患っている人、肥満の人、過度の衣服を着

ている人、普段から運動をしていない人、暑さに慣れていない人、病気の人、体調の悪い人等の条件

に当てはまる人が熱中症になりやすいとされている（環境省、2018）。乳幼児と高齢者の熱中症リス

クについては、成人に比べ劣った熱放散特性や暑熱順化の影響が指摘されている（井上、2004）。図

２に2011年から2020年までの８月の年齢区分別搬送割合を示す。過去10年全てにおいて65歳以上の高

齢者の搬送割合が高くなっている。上記のような問題から、高齢者を対象とし熱中症の認知度を調査

した研究に注目が集まっている（例えば、柴田ほか、2010）。一方、少年（７歳以上18歳未満）やそ

れ未満の年齢区分は合計しても20％を超えていない。これは、教育機関等の健康管理により発症リス

クが抑止されているものと考えられる。

図2　年齢区分別搬送割合（2011 ～ 2020年8月統計データ）数値の単位は％
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2．2．WBGT

　人が感じる温熱感覚は、気温だけでなく相対湿度、風速、放射を含む気象条件に大きく左右される。

人間の身体は、高温下にさらされると、発汗や不感蒸泄（肺や皮膚からの蒸発）、末梢血管の拡張に

よる血流調節などの体温調節機能がはたらく。この機能により皮膚温度、中枢神経温度、体深部温度

が決まり、その過程で人は温熱感覚を覚えることになる。このような温熱感覚や生理現象を数値化し、

表現したものが温熱指標である（大橋、2010）。

　WBGT（Wet-bulb Globe Temperature：湿球黒球温度）は、軍隊訓練において熱中症予防のため 

Yaglou and Minard（1957）によって考案された熱中症発症の可能性の大小を評価する指標の一つで

ある。この指標は1982年に有効な指針であることが認められISO-7243に規定された。それ以降は、日

本においても労働環境や教育現場など、さまざまな場面で用いられるようになった（福井、2018）。

WBGTは、人体の熱収支に大きな影響を与える気温、相対湿度、輻射熱などの要素を考慮した指標

であり、以下の定義式（1）・（2）より算出される。（1）式は日中、（2）式は夜間の算出に用いる。な

お、ここでTwは湿球温度、Tgは黒球温度、Taは乾球温度を示しており、単位はすべて℃である。

　　　　　　　　　　　WBGTd＝0.7 Tw + 0.2 Tg  + 0.1 Ta 	 （1）

　　　　　　　　　　　WBGTn＝0.7 Tw + 0.3 Tg 	 （2）

　日本において、日本生気象学会や日本体育協会などが熱中症予防にWBGTを用いてそれぞれの指

針を公開している。その中で日本生気象学会は、日常生活における熱中症予防指針（第１表）にて４

段階の温度基準を設定し暑熱リスクを評価している。一方、日本スポーツ協会は熱中症予防運動指針

を公表している（表２）。そのような中、環境省では2006年より「環境省熱中症予防情報サイト」を

開設し、熱中症の知識やメカニズムを説明するほか、WBGTを暑さ指数と称し、全国の暑さ指数の

予測値や実況値の情報提供をおこなっている。

　WBGTに関する既往研究も種々存在し、WBGTの数値は日最高気温より熱中症患者数と指数関数

的な相関が明瞭にあらわれることや厳重警戒（28.0 ～ 30.0℃）の領域内で特に熱中症発症数が多くな

ること、WBGTが急に上昇した日は熱中症の危険性がさらに高くなることなどが明らかにされてい

る（大橋、2010；中井、2011；登内、2012）。一方で、WBGTの算出に必要な３種類の測定項目のうち、

湿球温度と黒球温度は東京や大阪などの管区気象台以外では、一般的に観測されていない。黒球温度

に関しては、環境省の管轄の下、観測がおこなわれているが、全国11地点のみにとどまっている。また、

公式のベルノン式グローブ温度計などはその場の景観に影響を与えること、維持管理をこまめにおこ

なう必要があるなどの面から長期的な観測には不向きであるといえる。そのため、従来のWBGTに

関する研究の多くは、気温、相対湿度、日射量、風速などの気象庁の観測データを用いて、推定式（例

えば、小野・登内、2014）よりWBGTを算出し議論している（福井、2016）。しかし、大橋ほか（2010）

は、熱中症の発生は活動空間ごとに形成される局所的な微気象の影響を強く受けるため、その空間ご

とに計測したWBGTを考察することが望ましいと指摘している。
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3．研究背景および目的

　熱中症の発生は各活動空間で形成される局所的な微気象の影響を強く受ける。そのことを踏まえ、

定点型観測や移動観測を実施した研究もおこなわれている。大橋ほか（2009）は、岡山市街地を対

象としてビル街や住宅街、スポーツトラックなど６種の異なる活動空間でWBGTの観測をおこなっ

た。その結果、屋外空間では地点間で最大3.4℃の差異が認められ、それは主に黒球温度の影響であ

り、活動空間における人体への入力放射量の違いによると明らかにした。さらに、その結果より乾球

温度（気温）と湿球温度のみでWBGTを推定することは、注意が必要であると言及している。河野

ほか（2018）は、都市街区スケールにおいて晴天時と曇天時の熱ストレスを把握するため、東京都市

街地を対象に約３kmの経路においてWBGTの移動観測をおこなった。その結果、平均WBGTは晴天

時と曇天時で日射量が大きく異なるにも関わらず29.0℃を記録した。そのことを踏まえ、WBGTの構

成要素に着目した結果、晴天時は黒球温度、曇天時は湿球温度が支配的であり、WBGTが同程度で

あっても人体が感じる暑さの感覚は異なると考察している。日下ほか（2019）は、商業地、住宅地、

緑地という異なる土地利用を1 ～ 2 km以内に有する東京都渋谷区を対象にして、土地利用や人間活

表１　日常生活における熱中症予防指針

※「日常生活における熱中症予防指針」 Ver.3 確定版（日本生気象学会）より作成．

表２　熱中症予防運動指針

※日本スポーツ協会「スポーツ活動中の熱中症予防ガイドブック」（2019）より作成.



20

動の違いが、気温とWBGTに及ぼす影響を観測によって明らかにした。その中で、同一空間で気温

とWBGTの数値に非一様性がみられる原因は、湿度によるものと言及している。以上のように、街

区スケールで観測を実施し、活動空間の違いによるWBGTの特徴や形成要因について明らかにした

研究は複数存在する。しかしながら、観測をおこない得られたデータより、暑熱環境の地域性につい

て言及した研究は数少ない。 

　そこで、本研究では猛暑期の鳥取県を対象に沿岸、都市、内陸部を網羅するように乾球温度（気温）、

相対湿度、黒球温度の定点型観測をおこない、WBGTを算出することで、各地区およびそれぞれの

地区内の熱中症リスクの特徴や時空間変動を明らかにする。さらに、地理的要因が暑熱環境の形成に

どのように寄与しているかを分析し考察する。本研究が対象とした鳥取県は、日本海側に位置してい

るため、夏季にフェーン現象が発生すると、地域によっては40℃近い猛暑を記録することもある。そ

のような中、鳥取県の熱中症搬送者数（人口10万人あたり）は全国的にみても常に上位である。なか

でも2019年と2020年は、2018年より搬送数が少なかったものの、順位の高さが目立った。このように、

鳥取県は熱中症が発生しやすい地域と言っても過言ではない。

4．研究概要

4．1．対象地域

　鳥取県は、中国地方の北東部に位置し、東西約126km、南北約62kmと東西に幅広い県である。県

西部には、中国地方最高峰の大山（標高 1729m）が存在し、東部には氷ノ山（標高 1510m）や扇ノ山（標

高 1310m）が存在している（図３）。海岸線の入り込みは少ないが、中国山地を主とした比較的標高の

高い地域が沿岸部付近まで迫り、起伏の大きい地域もみられる。このように、鳥取県は山地が多く、平

野はごく一部に限られている。また、各地区には一級河川［東部（鳥取地区）：千代川、中部（倉吉地区）：

天神川、西部（米子地区）：日野川］が中国山地を起点に日本海にかけて流れている。３本の河川の流

域には平野が形成され、それぞれ鳥取市（185943人）、倉吉市（45215人）、米子市（146110人）が流

域の中心都市として存在している（2022年11月１日現在）。鳥取県の気候は日本海側気候に属し、小気

候区で分類すると平野部は山陰型気候区、山間部は中国山地気候区に分けられる（鳥取地方気象台）。

図３　鳥取県の地形図（地理院地図より作成）
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4．2．WBGT観測

　本研究では、 鳥取県を対象に沿岸部から内陸の山間部にかけて西部10地点、中部７地点、東部12地

点の計29地点で定点型WBGT観測をおこなった。観測地点は、各地区の沿岸部から山間部にかけて

約３km毎に設定した（図４）。観測期間は、2022年８月５日から９月11日である。気象観測には、自

然通風式シェルターと小型黒球温度計を作成して使用した。自然通風式シェルターに温湿度センサ

（IBS-TH1Mini：INKBIRD社）を用いて、 気温・相対湿度を測定した。また、小型黒球温度計には、

温湿度センサ（IBS-TH1：INKBIRD社）を用い、黒球温度を測定した。サンプリング間隔は、気温

と相対湿度および黒球温度ともに１分である。観測機器は、各地点の街区公園や公共施設の外灯等を

利用し、地上から約2.5mの高さに設置した（図５）。

図４　観測地点（1 ～ 10を西部、11 ～ 17を中部、18 ～ 29を東部）

図５　観測機器

温度センサ温度センサ

小型黒球小型黒球
温度計温度計

自然通風式シェルター自然通風式シェルター

温湿度センサ温湿度センサ



22

5．結果

5．1．地点別日最高値の比較

　日降水量0.0mm以下かつ日照率60%以上だった７日間における各観測地点の暑熱環境を比較した。

その結果、日最高気温と日最高湿球温度は都市部で高くなり、気温においては、人工土地被覆率の高

い山間部でも高値（最大36.8℃）を示した。また、日最高黒球温度は、地点間に10.0℃以上の差異が

見られ、日最高WBGTについては、地点間に最大4.9℃の差が認められた。これより、活動空間によっ

て暑熱環境は異なり、１地点の計測データを広域に適用するには注意が必要であることが示唆された。

5．2．暑熱環境と熱中症救急搬送人員数

　熱中症搬送者数に違いが見られた２日間を比較した。全地点でWBGT31.0℃以上を記録した８月９日

は、熱中症搬送者数７人中６人が中等症であり、搬送者数が最も多かった９月４日は、13人中10人が軽

症であった。９月４日は、８月９日に比べて気温などの最低値が低く、日最大差が大きかった。これより、

暑熱環境の日変化は熱中症発症リスクにWBGTは症状の重さに寄与することが示唆された（図６）。

5．3．暑熱環境と地理的要因の関係性

　地形（海岸距離、標高）および周辺環境（天空率、人工土地被覆率）との相関分析をおこなった。

その結果、地形との間にはほぼ相関は見られなかったが、フェーン現象発生日において、気温との

間に有意な負の相関（海岸距離：r =－0.84、標高：r =－0.88）が認められた。また、天空率との間

には負の相関（最大r =－0.54）、人工土地被覆率との間には正の相関（最大r = 0.70）が認められた。

これより、周辺環境が暑熱環境に与える影響は、地形に比べて大きいことに加え、フェーン現象発生

日は、気温と地形の関係性が大きくなることが明らかとなった（図７）。

図６　WBGTの時間変化
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中小企業における創発型責任経営の実践
―鳥取県内企業を対象として―

経営学部経営学科　　島　田　善　道
関西大学総合情報学部　　中　尾　悠利子

要　約

　本稿では、「無限責任の考え方に基づき、従業員による主体的な活動を奨励して、創発的な実践を

生み出す経営」としての創発型責任経営に着眼し、鳥取県地域の中小企業を対象としてその実践事例

を取りあげた。先行研究から中小企業の創発型責任経営実践の条件として、⑴レスポンシビリティと

しての責任を軸に従業員が主体的かつ能動的に環境・社会課題対応に取り組むことを促すマネジメン

ト、⑵地域社会や組織内外の人々との関わりの中で当初は想定されていなかった「創発」とそれによ

る価値創造、⑶従業員が主体的にかつ能動的に、活動が自然といかせる責任を模索する場のデザイン

の創出の三点を抽出した。その上で、鳥取県内企業の中で、SDGsが提唱される以前から環境課題や

社会課題に取り組む４社の実践が上記三条件に合致し、従業員による主体的かつ能動的な創発型責任

経営が実践されていることを明らかにした。

　本文は、中尾悠利子・島田善道（2023）「中小企業における創発型責任経営の実践―鳥取県内企業

を対象として―」『サステイナブルマネジメント』第22巻、認定特定非営利活動法人　環境経営学会、

64-75頁に掲載。
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19世紀前半の英領インドにおける銀貨統一政策と貨幣鋳造額
─英領インドとベンガル─

経営学部経営学科　谷　口　謙　次

１．はじめに

　18世紀半ば、ベンガル州の植民地化を開始したイギリス東インド会社（以下EICと略す）はその後お

よそ100年を費やし、インド全体をイギリスの植民地としていった。広大な領土を獲得した一方、EICは様々

な問題に直面した。その中でも植民地獲得直後から大きな問題になっていたのは貨幣問題であった。

　貨幣問題には二つの側面が存在した。第一は、貨幣の多様性である。16世紀前半に政権を樹立した

ムガル帝国はアクバル帝の時代に制度を整え、北インド支配を確立した。アクバル期に導入された貨幣

制度は高品質な貴金属貨幣を供給する、優れて精緻で洗練されたものであった。17世紀に入りヨーロッ

パから大量の銀が流入したことで、領内の主要貨幣が銀貨となった。元々、ムガル帝国は摩滅などで重

量が減少した銀貨の流通を制限するため、年次割引の制度を導入していた。その上、17世紀後半から

の経済発展と領土拡大により各地に鋳造所が開設されたこともあり、銀貨の重量・純度を統一すること

が難しくなった。こうして、18世紀に入るころにはインド各地で多様な銀貨が流通するようになっていた（谷

口［2012b］311ページ～ 316ページ、325ページ～ 327ページ）。

　第二は、銀不足問題である。「銀不足問題」とは、EICによるベンガルへの銀輸出停止に伴う経済

停滞のことを指した。これは18世紀後半と19世紀前半では異なる要因で生じている。18世紀前半まで、

EICはベンガルなどで綿織物などのインド産品を購入するために大量の銀地金を輸出していた。なぜな

ら、南アジアは貴金属以外の物産が豊富で、毛織物などのイギリス産品は売れなかったためであった。

しかし、ベンガル植民地化による徴税権の獲得により税収余剰を輸出品支払いに充てることとなり、18

世紀後半にはイギリスからの銀輸出が停止し、ベンガル経済は著しいデフレーションに見舞われた（谷口

［2012a］72ページ～ 73ページ）。

　19世紀に入ると状況は変化する。18世紀末にイギリスからの銀輸出は再開され、銀不足は解消された。

しかし、産業革命の影響により、インドからイギリスへの綿織物輸出は減少し、代わりに一次産品輸出

が増加することになった。しかし、一次産品輸出はイギリスや中国など貿易相手国の需要や景気変動に

大きく左右された。19世紀第二四半期のイギリスは度重なる金融恐慌が生じて不況となっており、中国

でも不況やアヘン戦争が起こっていた。その結果、一次産品価格は低迷し、インド国内で農業不況が

生じていた。その結果、輸入の対価であるイギリスからの銀輸出は大幅に減少することになった。（谷口

［2016］78ページ～ 79ページ）。

　報告者はこれまで18世紀後半の貨幣問題を明らかにするため、ベンガルの貨幣状況とEICの植民地

政府による貨幣政策について論じてきた（谷口［2009］、谷口［2012a］、谷口［2012b］、谷口［2016］）。

本報告の目的は、19世紀前半の貨幣政策が上記２つの貨幣問題にどのように対処してきたのかを明らか

にすることである。英領インドの統一銀貨ガヴァメント・ルピーが1835年にインド全土で導入され、これ
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により貨幣の多様性は解消されたと考えられている。他方で、プリンセプが示したように、19世紀にあっ

てもなおインドでは多様な貨幣が流通しており、それが35年を境にすぐに統合されたのかには疑問が残

る（Prinsep[reprint 2013, original 1858]pp.52-60）。

　本報告では、まずガヴァメント・ルピー導入の経緯を明らかにする。英領インドでの銀貨統合政策は

ベンガルから始まり、19世紀初頭にはシッカ・ルピーに統合された。しかし、シッカ・ルピーは統一銀

貨にならず、ファルカバード・ルピーが統一銀貨の基準となった。どのようにガヴァメント・ルピーが導

入されたのか、ファルカバード・ルピーが基準となったのはなぜなのか、などの点を見ていくこととしよう。

　次に、19世紀前半英領インドにおける貨幣鋳造額の推移を見ていこう。とりわけ、ガヴァメント・ルピー

が正式に統一銀貨となった1835年前後から1840年代の傾向に注意を払う。また、最後にガヴァメント・

ルピーを採用したベンガルの傾向を特に追うこととしよう。これは、植民地政府やベンガル管区が貨幣

需要を満たすために十分な貨幣鋳造を行ったのかを見るためである。

2．本位貨幣ガヴァメント・ルピーの導入

　S. アンビラジャンの研究に基づいて、19世紀前半英領インドにおける銀貨統一政策、ガヴァメント・

ルピーの導入までの過程を概観しよう。ここでは、マドラスとボンベイの動向が重要になる。18世紀後

半にマドラスとボンベイでは複本位制導入が図られた。しかし、ベンガル同様これらの試みは失敗した

とされる。特にマドラスでは、ベンガルとは異なり、元々金貨流通地域であったにもかかわらず、ルピー

銀貨流通を促すため、銀貨高金貨安の公定レートを採った。その結果、金貨が市場から退出して混乱

が生じることとなった。マドラスで銀貨が流通するようになったのは、第三次マイソール戦争によるティプ・

スルタンによる多額の賠償金が流入したことによる。マドラス政府はこの時期に銀貨流通を促進するた

め、銀貨をより過高評価して金貨を市場から退場させたのであった（Ambirajan［1984］pp.14-15）。

　19世紀に入って、マドラスとボンベイで貨幣政策が行われるようになった画期は、1806年４月に

EICのイギリス本国取締役会によって提出された文書にあった。ここには取締役会の議論が集約され

ていたが、重要なのは銀貨単一本位制の導入を強く主張した点であった。アンビラジャンによれば、

マドラス政府はこの文書に刺激を受けたのではなく、世紀転換期に広大な支配地域を獲得したことで、

効率的な徴税様式を形成する一環として貨幣システムの改革が必要とされたとしている（Ambirajan

［1984］p.16, pp.21-22）。

　マドラス政府では1802年から議論が行われていたが、本格化したのは1805年からであった。当初、

政府内の委員会はベンガル貨幣制度の導入、つまり、マドラスで鋳造されるルピー銀貨をシッカ・ルピー

と同重量・同純度にし、これを法貨とする銀貨本位制を答申した。これによってベンガル管区とマドラ

ス管区間の両替問題を解消し、サラーフの影響力を削ぐことが目的であった。この答申と取締役会か

らの指示があったにもかかわらず、当時のマドラス知事ベンティンク（William Bentinck）はその保守

的な思想から大胆な改革を否定した。また、シッカ・ルピー導入によって金貨と銀貨の価値比率が変化

し、結果的にマドラスへの銀流入が減少すると考えられたことも改革が進まなかった理由であった。結

局、1810年前後にルピー銀貨が主要貨幣となったことから、ようやく、マドラス政府内で議論が再開さ

れた。しかし、取締役の意向に反して政府の議論は複本位制を志向し、結局、1818年にマドラス・ルピー
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が１ルピーにつき重量180グレインで純度11/12、公定レートが金貨：銀貨＝1：14　1/4という複本位制

導入を決定した（Ambirajan［1984］pp.22-27）。

　ボンベイでは銀貨流通が中心であったが、ボンベイ・ルピーだけでなく、北部の都市ラクナウやファ

ルカバードで鋳造された、多様なルピー銀貨が流入していた。ボンベイとの貨幣交換をスムーズに行

えるよう、マドラス政府はボンベイ政府にマドラスと同じ基準の導入を促した。しかし、ボンベイ政

府は貨幣改革を緊急のものと看做さず、改革が実行されたのは1824年になってからであった。この年、

インド植民地政府はファルカバード・ルピーがマドラス・ルピーと同重量、同純度であることから、

ボンベイ政府にファルカバード・ルピーを法貨にするよう提案した。ボンベイ政府もそれによってマ

ドラス・ルピーとの交換がスムーズになり、財政負担もないことからこれに同意して、マドラスとの

銀貨統合が行われた（Ambirajan［1984］pp.28-30）。

　ボンベイ政府がマドラス・ルピーを導入したことにより、取締役会はベンガルでも同じルピーを導入して

貨幣を統一するよう主張したが、インド省担当大臣が難色を示した。彼によれば、シッカ・ルピーをマドラス・

ルピーに変更することで貨幣価値が下落し、物価上昇や軍隊での給与問題につながるということであっ

た。ベンガル総督ベンティンク（1800年代のマドラス知事と同人物）もマドラス・ルピー導入に反対した。

しかしその後、北部の都市ラクナウでもファルカバード・ルピーが導入され、ベンガルが取り残される状

況になったことで状況は変わることとなった。1835年にベンティンクの後任としてメトカルフが総督に着任

してすぐ、ベンガルでマドラス・ルピー導入が決定される。取締役会も、今後ファルカバード・ルピーはガ

ヴァメント・ルピー（the Government Rupee）として、これを今後法貨とすることを決定した。こうして、

南アジア全体の本位貨幣ガヴァメント・ルピーが導入されたのであった（Ambirajan［1984］pp.30-37）。

　ガヴァメント・ルピーの導入までの貨幣政策と18世紀の貨幣政策との類似性は二点存在する。第一に、

銀単一本位制が志向された点である。第二に、取締役会の意向が政策に強く反映した点である。この

二つは相互に関連しあっていた。アンビラジャンによれば、取締役会の認識は次のようなものであった。

18世紀後半の南アジアにおける貨幣システムは十分に機能しておらず、多様な貨幣の存在によりEICは

莫大な損失を被っていた。また、複本位制にも不信感を抱いており、南アジアでは銀を中心とした単一

本位制を導入すべきであるとした（Ambirajan［1984］pp.16-17）。

　取締役会の理論的背景にはC.ジェンキンソンの議論があった。ジェンキンソンは18世紀に商務大

臣を務めた政治家であり、1805年に『イギリス法貨論（The Treatise on the Coins of Realm in a 

Letter to the King）』という本を出していた。彼の議論は18世紀に出された貨幣論のダイジェストの

ようなものにすぎなかったが、補助代用貨幣を利用する単一本位貨幣の管理を初めて計画した点で重

要であった。ジェンキンソンが『イギリス法貨論』で主張したのは金貨本位制であったが、それはイギ

リスにおいて金は豊富にあり、しかも、国内で常に行われている大規模かつ高価な取引に適しているか

らだとした。南アジアの本位制論において金貨はベンガルでほとんど流通しないと、ベンガル総督ショ

アは覚書を提出していたが、取締役会は両者の議論を基に、銀貨を中心にし、銅貨を補助貨幣とする

銀貨本位制導入を強く主張した。彼らの議論は机上の空論であると非難されたが、1835年のガヴァメ

ント・ルピー導入までの貨幣政策の基礎となったのであった（Ambirajan［1984］pp.17-21）。

　こうした議論を取締役会が採用した背景には、彼らが金銀貨複本位制でなく、銀貨単一本位制を志
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向していたことがあった。その志向は18世紀ベンガルで行われた貨幣政策ですでに示されていた。取

締役会がそれを志向した理由は、主要な貨幣である銀貨を統合することで取引コストや行政コストを削

減することであった。こうした認識は、植民地が南アジア全体に広がった19世紀にも続いていたと考え

られる。アンビラジャンの議論では、取締役会が銀貨単一本位制を志向した理由を明示しなかったが、

18世紀ベンガルの貨幣政策にこそその背景があったと言えるのではないか。ベンガルではガヴァメント・

ルピー導入が最後になったが、そこから18世紀ベンガルの貨幣政策と19世紀英領インドのそれに関連

がないと結論付けるのは早計であろう。今後、両政策の一貫性の有無を調べることにより、南アジアの

植民地化の一貫性や近代化の性格について詳細に論じることが可能になるのではないだろうか。

3．19世紀前半における英領インドの貨幣鋳造額

　前節では、19世紀前半の銀貨統一政策を見てきたが、その実態については不明な点が多い。多くの

論者は1835年以降銀貨がガヴァメント・ルピーに統合されたとするが、それまでの状況を考えるとわ

ずかの期間で多様な銀貨が統合されたとは考え難い。また、貨幣統合を促すには鋳造所が適切な貨幣

供給を行っていたのかも重要であろう。そこで、本節では、19世紀前半英領インドにおける貨幣鋳造

額のデータを示し、それらを示して相互に比較し、何が問題であるかを明らかにしよう。

　当該期を示すデータはいくつか存在する。しかし、それらはいずれも大きく異なり、当該期の状況

を理解するのを難しくしている。１つずつ検証していこう。まず、イギリス議会資料にある1864（133）

East India （bullion）は、19世紀前半のインドにおける貴金属流出入および貨幣鋳造額を表したデー

タである。資料３-１にあるように、1820年まで貨幣鋳造額はほぼ増加しているが、その後1832年ま

で大幅に減少した。これは貴金属輸入の趨勢とほぼ一致している（谷口［2016］96ページ）。1833年

度以降、鋳造額が急増しているのは1835年のガヴァメント・ルピー導入による新貨鋳造によるものだ

と考えられる（谷口［2016］98ページ）。

4 
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額が急増しているのは 1835年のガヴァメント・ルピー導入による新貨鋳造によるものだと考えられる（谷口

［2016］９8 ページ）。 
 

 
 
 管区ごとの鋳造額を示したものが資料 3-2 であるが、これによればベンガル管区の鋳造額が最も大きく、

1836 年から 1845 年まで毎年 200 万ポンドから 300 万ポンド近くが鋳造されている。これはベンガル州

カルカッタが英領インドの首都であり、かつアヘンやジュートなどの農産物輸出も積極的に行っており、貨

幣需要が高いことが挙げられよう。また、他の管区と異なり、1835 年にこれまでと異なる重量・品位の銀貨

を新たに発行するため、より多くの鋳造が必要であったことも要因と考えられる。 
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　管区ごとの鋳造額を示したものが資料３-２であるが、これによればベンガル管区の鋳造額が最も大

きく、1836年から1845年まで毎年200万ポンドから300万ポンド近くが鋳造されている。これはベンガ

ル州カルカッタが英領インドの首都であり、かつアヘンやジュートなどの農産物輸出も積極的に行ってお

り、貨幣需要が高いことが挙げられよう。また、他の管区と異なり、1835年にこれまでと異なる重量・

品位の銀貨を新たに発行するため、より多くの鋳造が必要であったことも要因と考えられる。

　次に、J.プリンセプによるインド貨幣史の著作“Essays on Indian antiquities, historic, numismatic, 
and palæographic, of the late James Prinsep, F.R.S., secretary to the Asiatic Society of Bengal ”に
付属している“Useful Tables, Illustrative of Indian history, chronology, modern coinages, weight 
measures on British India” に当該期の貨幣鋳造額のデータが存在する（Prinsep[reprint 2013, 

original 1858]pp.80-1）。プリンセプ（James Prinsep：1799-1840）は植民地官僚として働きながら、

インド古代史研究を行っていた。彼は東インド会社で試金官（assay master）としてベナレスとカル

カッタの鋳造所に勤務したが、その間に西ヨーロッパ式の貨幣制度の導入に尽力、1835年のガヴァメ

ント・ルピー導入に貢献した。その傍ら、古代インド史研究にも情熱を傾け、古代インド貨幣研究に

も力を入れ、古代貨幣の碑文を手掛かりにしてアショーカ王石柱碑文の解読に成功した（辛島昇ほか

監修［1992］649ページ、ジョナサン・ウィリアムズ編［1998］165ページ～ 169ページ）。ただ、３

管区全体の鋳造額のデータは1833-4年度からの物しかなく（資料３-３）、ベンガル管区のみが1801-2

年度からのものが存在する（資料３-４）。

　資料３-３を見ると、資料３-１とは大きく異なっている。資料３-１では1833年には約130万ポンド

であったものが1837年には約380万ポンドまで急増し、その後増減しながら1844年には約480万ポン

ドに達している。対して、資料３-３では1833-4年度にすでに約280万ポンド鋳造され、その後緩や

かに増加し1838-9年度には約450万ポンドに達した。1840-１年度までは減少したが、その後急増し、

1843-4年度、1844-5年度には540万ポンドを超えたのであった。このように、プリンセプのデータの

4 
 

減少した。これは貴金属輸入の趨勢とほぼ一致している（谷口［2016］９６ページ）。1833 年度以降、鋳造

額が急増しているのは 1835年のガヴァメント・ルピー導入による新貨鋳造によるものだと考えられる（谷口

［2016］９8 ページ）。 
 

 
 
 管区ごとの鋳造額を示したものが資料 3-2 であるが、これによればベンガル管区の鋳造額が最も大きく、

1836 年から 1845 年まで毎年 200 万ポンドから 300 万ポンド近くが鋳造されている。これはベンガル州

カルカッタが英領インドの首都であり、かつアヘンやジュートなどの農産物輸出も積極的に行っており、貨

幣需要が高いことが挙げられよう。また、他の管区と異なり、1835 年にこれまでと異なる重量・品位の銀貨

を新たに発行するため、より多くの鋳造が必要であったことも要因と考えられる。 
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ほうが貨幣鋳造額は多く、しかも1833-4年度から1844-5年度まで緩やかに増加したのであった。

　ベンガルにおける貨幣鋳造額を見てみよう。資料３-４によると、1830-1年度は約60万ポンドであっ

たものが1833-4年度には約170万ポンド、1836-7年度には約350万ポンドと急増した。その後、増減が

ありながら1840-1年度には200万ポンドを下回るほど減少、その後回復して1844-5年度には約330万ポ

ンドとなった。この趨勢は資料３-２と大きくは変わらない。

資料3 - 3　インドにおける貨幣鋳造額 1833/34-54/55（￡）
[プリンセプ]

資料3 - 4　ベンガルにおける貨幣鋳造額 1833/34-54/55（￡）
[プリンセプ]

5 
 

 次に、J.プリンセプによるインド貨幣史の著作“Essays on Indian antiquities, historic, numismatic, 
and palæographic, of the late James Prinsep, F.R.S., secretary to the Asiatic Society of Bengal ”

に付属している“Useful Tables, Illustrative of Indian history, chronology, modern coinages, 
weight measures on British India”に当該期の貨幣鋳造額のデータが存在する（Prinsep[reprint 
2013, original 1858]pp.80-1）。プリンセプ（James Prinsep : 1799‐1840）は植民地官僚として働きな

がら、インド古代史研究を行っていた。彼は東インド会社で試金官（assay master）としてベナレスとカル

カッタの鋳造所に勤務したが、その間に西ヨーロッパ式の貨幣制度の導入に尽力、1835 年のガヴァメン

ト・ルピー導入に貢献した。その傍ら、古代インド史研究にも情熱を傾け、古代インド貨幣研究にも力を入

れ、古代貨幣の碑文を手掛かりにしてアショーカ王石柱碑文の解読に成功した（辛島昇ほか監修［1992］
649 ページ、ジョナサン・ウィリアムズ編［1998］165 ページ～169 ページ）。ただ、3 管区全体の鋳造額の

データは 1833-4 年度からの物しかなく（資料 3-3）、ベンガル管区のみが 1801-2 年度からのものが存在

する（資料 3-4）。 
 資料 3-3 を見ると、資料 3-1 とは大きく異なっている。資料 3-1 では 1833 年には約 130 万ポンドであ

ったものが 1837 年には約 380 万ルピーまで急増し、その後増減しながら 1844 年には約 480 万ポンド

に達している。対して、資料 3-3 では 1833-4 年度にすでに約 280 万ポンド鋳造され、その後緩やかに

増加し1838-9年度には約450万ポンドに達した。1840‐１年度までは減少したが、その後急増し、1843-
4 年度、1844-5 年度には 540 万ポンドを超えたのであった。このように、プリンセプのデータのほうが貨

幣鋳造額は多く、しかも 1833-4 年度から 1844-5 年度まで緩やかに増加したのであった。 
 

 
 
 ベンガルにおける貨幣鋳造額を見てみよう。資料 3-4 によると、1830-1 年度は約 60 万ポンドであった

ものが 1833-4 年度には約 170 万ポンド、1836-7 年度には約 350 万ポンドと急増した。その後、増減が

ありながら 1840-1 年度には 200 万ポンドを下回るほど減少、その後回復して 1844-5 年度には約 330
万ポンドとなった。この趨勢は資料 3-2 と大きくは変わらない。 
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 最後に、同じくイギリス議会資料の‘1846 (117) Calcutta mint. Copy of the rules and regulations 
of the Calcutta mint, and an abstract of the operations of the mint in each year since its reform; 
stating the amount of coin, the number of each kind coined in each year. ’である。これは当時の

カルカッタ鋳造所の業務概要を示すものである。その末尾に 1831-2 年度から 1842-3 年度までの貨幣

鋳造額や各鋳貨（コイン）の鋳造枚数、運営コストなどが表として表されている。 
 資料 3-5 はカルカッタ鋳造所における鋳造額を表している。資料 3-5 は 13 ヵ年と他の二つよりも期間

は短いが、資料 3-2 と資料 3-4 が示す趨勢とほぼ等しい点が重要であろう。同期間を取ると、いずれのデ

ータも 1831-2 年度から 1836-7 年度までは鋳造額が急増、その後 1840-1 年度まで減少、そして再び増

加となっている。 
 年（年度）と取り上げても、1831 年（East India (bullion)）が約 65 万ポンドであるのに対して 1830-1
年度（プリンセプ）が約 60 万ポンド、1830-1 年度（Calcutta mint）が約 73 万ポンドであり、1837 年

（East India (bullion)）が約 298 万ポンド、1836-7 年度（プリンセプ）が約 346 万ポンド、1836-7 年度

（Calcutta mint）が約 300 万ポンドとなっている。さらに、1841 年（East India (bullion)）が約 170 万

ポンド、1840-1 年度（プリンセプ）が約 200 万ポンド、1840-1 年度（Calcutta mint）が約 174 万ポンドと

なって、それぞれの数字には誤差はあるものの。傾向は共通しているといえよう。これは年と会計年度の

違いであったり、地域全体であるか、1 鋳造所であるかの違いなどもあるであろう。しかし、貴金属不足の

時代から銀貨統一の時代にかけて、貨幣鋳造額がはっきりと増加したことは間違いないようである。ただ、

それが地域の需要を満たすものであったのか、それまでの多様な銀貨を退出させるほどであったのか、こ

うした疑問点は残るであろう。 
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　最後に、同じくイギリス議会資料の‘1846（117）Calcutta mint. Copy of the rules and regulations 
of the Calcutta mint, and an abstract of the operations of the mint in each year since its reform; 
stating the amount of coin, the number of each kind coined in each year. ’である。これは当時のカ

ルカッタ鋳造所の業務概要を示すものである。その末尾に1831-2年度から1842-3年度までの貨幣鋳造

額や各鋳貨（コイン）の鋳造枚数、運営コストなどが表として表されている。

　資料３-５はカルカッタ鋳造所における鋳造額を表している。資料３-５は13 ヵ年と他の二つより

も期間は短いが、資料３-２と資料３-４が示す趨勢とほぼ等しい点が重要であろう。同期間を取ると、

いずれのデータも1831-2年度から1836-7年度までは鋳造額が急増、その後1840-1年度まで減少、そし

て再び増加となっている。

　年（年度）と取り上げても、1831年（East India（bullion））が約65万ポンドであるのに対して

1830-1年度（プリンセプ）が約60万ポンド、1830-1年度（Calcutta mint）が約73万ポンドであ

り、1837年（East India  （bullion））が約298万ポンド、1836-7年度（プリンセプ）が約346万ポンド、

1836-7年度（Calcutta mint）が約300万ポンドとなっている。さらに、1841年（East India（bullion））

が約170万ポンド、1840-1年度（プリンセプ）が約200万ポンド、1840-1年度（Calcutta mint）が約

174万ポンドとなって、それぞれの数字には誤差はあるものの。傾向は共通しているといえよう。こ

れは年と会計年度の違いであったり、地域全体であるか、１鋳造所であるかの違いなどもあるであろ

う。しかし、貴金属不足の時代から銀貨統一の時代にかけて、貨幣鋳造額がはっきりと増加したこと

は間違いないようである。ただ、それが地域の需要を満たすものであったのか、それまでの多様な銀

貨を退出させるほどであったのか、こうした疑問点は残るであろう。

資料3 - 5：カルカッタ鋳造所における鋳造額1831/32-1843-44（￡）[Calcutta mint]

7 
 

 
 
4．おわりに 
 19 世紀前半英領インドにおけるガヴァメント・ルピー導入の経緯をみると、マドラス管区から始まったこと

が明らかとなった。元来、南インドは 17 世紀後半にムガル帝国に併合されるまで金貨流通地域であり、イ

ギリスが植民地化した時期でさえ、ルピー銀貨を流通させるのに苦心していた。EIC の取締役会は英領

インドに銀本位制導入の意図があったが、マドラス管区やボンベイ管区は漸進的な貨幣政策を採用した。

マドラスとボンベイは地理的に近く、ベンガルのシッカ・ルピーでなく、互いに共通するファルカバード・ル

ピーを統一銀貨の基準として採用した。最終的に、ベンガル管区はマドラス・ボンベイで導入されたファル

カバード・ルピーを基準とする新銀貨を採用することを決定し、ガヴァメント・ルピーに統一されることとなっ

たのであった。 
 当該期の貨幣鋳造額の推移を見ると、1864 (133) East India (bullion)では１８２０年まで鋳造額は増

加し続け、その後 1832 年まで急減、1833 年以降 45 年まで再び増加した。この傾向はインドにおける貴

金属輸入の傾向とほぼ同じものであった（谷口［2016］100 ページ）。しかし、1864 (133) East India 
(bullion)と Prinsep[reprint 2013, original 1858]の 1833 年以降を比較すると大きく異なっている。だ

が、ベンガルだけの鋳造額の傾向はほぼ等しいものであった。1846 (117) Calcutta mint.を入れても、

傾向は変わらなかった。 
 ただ、この増加傾向を理解するには 2 つの課題が存在する。第 1 に、この大量鋳造が需要を満たすも

のであったのか。ベンガル管区は他の 2 つと異なり、全く異なる重量・純度を採用することとなった。つま

り、管区の銀貨全体を入れ替える必要がある。ベンガル管区は最も早く植民地になったこともあり、政治

的にも経済的にも英領インドの中心である。そうした地域の貨幣需要を満たすことは容易ではなかったの

ではないか。むしろ、シッカ・ルピーと混在して流通した期間があったのではないだろうか。 
 第 2 に、大量鋳造を後押しした銀輸入は鋳造を意図したものだったのか、それとも対英貿易の復調の

結果によるものだったのか。もし後者であれば、あくまで政策ありきで、植民地政府はインド経済について

十分な理解がなかったと言えよう。これらの点は今後の大きな課題であろう。 
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4．おわりに

　19世紀前半英領インドにおけるガヴァメント・ルピー導入の経緯をみると、マドラス管区から始まっ

たことが明らかとなった。元来、南インドは17世紀後半にムガル帝国に併合されるまで金貨流通地域

であり、イギリスが植民地化した時期でさえ、ルピー銀貨を流通させるのに苦心していた。EICの取

締役会は英領インドに銀本位制導入の意図があったが、マドラス管区やボンベイ管区は漸進的な貨幣

政策を採用した。マドラスとボンベイは地理的に近く、ベンガルのシッカ・ルピーでなく、互いに共

通するファルカバード・ルピーを統一銀貨の基準として採用した。最終的に、ベンガル管区はマドラ

ス・ボンベイで導入されたファルカバード・ルピーを基準とする新銀貨を採用することを決定し、ガ

ヴァメント・ルピーに統一されることとなったのであった。

　当該期の貨幣鋳造額の推移を見ると、1864（133）East India（bullion）では1820年まで鋳造額は

増加し続け、その後1832年まで急減、1833年以降45年まで再び増加した。この傾向はインドにおけ

る貴金属輸入の傾向とほぼ同じものであった（谷口［2016］100ページ）。しかし、1864（133）East 
India（bullion）とPrinsep［reprint 2013, original 1858］の1833年以降を比較すると大きく異なって

いる。だが、ベンガルだけの鋳造額の傾向はほぼ等しいものであった。1846（117）Calcutta mint .を

入れても、傾向は変わらなかった。

　ただ、この増加傾向を理解するには二つの課題が存在する。第一に、この大量鋳造が需要を満たす

ものであったのか。ベンガル管区は他の二つと異なり、全く異なる重量・純度を採用することとなっ

た。つまり、管区の銀貨全体を入れ替える必要がある。ベンガル管区は最も早く植民地になったこと

もあり、政治的にも経済的にも英領インドの中心である。そうした地域の貨幣需要を満たすことは容

易ではなかったのではないか。むしろ、シッカ・ルピーと混在して流通した期間があったのではない

だろうか。

　第二に、大量鋳造を後押しした銀輸入は鋳造を意図したものだったのか、それとも対英貿易の復調

の結果によるものだったのか。もし後者であれば、あくまで政策ありきで、植民地政府はインド経済

について十分な理解がなかったと言えよう。これらの点は今後の大きな課題であろう。
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Sentinel-２衛星データと機械学習を用いた浅海域水深情報の抽出

環境学部環境学科　　佐　川　龍　之

１．はじめに

　海底地形データは海図や様々な学術的な調査に必要な基礎データとして重要であるが、2017年

時点で地球全体の約15%しか解明されていない。GEBCO（The General Bathymetric Chart of the 

Oceans：大洋水深総図）と公益財団法人日本財団は、2030年までに全世界の海底地形図が完成する

ことを目的として、2017年に共同プロジェクト「NF-GEBCO Seabed2030」を立ち上げた。GEBCO 

はIHO（International Hydrographic Organization：国際水路機関）とUNESCO-IOC（国連政府間海

洋学委員会）が共同で推進する世界の海底地形図作成団体である。NF-GEBCO Seabed2030では100m

解像度で全世界の海底地形データを整備することを計画している。

　海底地形データのうち、浅海域の水深は、航海においては座礁の危険を回避するために特に重要で

あり、正確な高潮や高波のシミュレーションや沿岸域の生物学的な調査のための基礎データとしても

必要不可欠である。図１に、浅海域の海底地形を計測する主な技術の概要を示している。既存の測深

方法には主に音響測深と航空レーザー測深がある。音響測深では船による調査を行うが、非常に浅い

海域においては効率が悪く、座礁の危険性もあることからそもそも計測が困難である。航空レーザー

測深では、浅海域を計測できるが、航空機が飛行できる海域である必要がある。この他、各調査に必

要なコストが大きいこともあり、浅海域においてはこれまで必ずしも十分なデータが収集されていな

い。

　これら既存の測深方法とは異なる方法として、衛星画像を解析して得られる水深情報であるSDB

（Satellite Derived Bathymetry）がある。衛星画像から水深を推定する方法は、光が水中で指数関

数的に減衰する原理に基づき、衛星で観測される放射輝度が水深により異なることを利用している。

SDBは、航空レーザーと同じく浅海域の水深情報の取得に適している上に、衛星画像は世界中のほと

んどの海域を観測でき、迅速に結果を得ることが期待できる。図２の左の画像はWorldView-2という

衛星で沖縄県の波照間島沖を撮影した画像で、右の図はこの衛星画像から作成したSDBの例である。

ここでは、水深０mから25mまでを推定し、カラースケールで表示している。

　この他、最新の研究技術として、ドローンで多方向から撮影された画像からSfM（Structure from 

Motion）写真測量の原理で水深を推定する方法なども報告されている。SfM写真測量では、海底面が

河口域で石の多い場所のように画像間をマッチングするための特徴が面的に十分に分布している必要

があり、砂地などでマッチングするための特徴が乏しい海域では適用できないため、活用できる範囲

は限定的と考えられる。

　本研究では、広範囲の海域の水深を低コストで調査できる可能性のあるSDBの技術について特に掘

り下げていくことにした。SDBについてはこれまで様々な解析手法が提案されてきたが、沿岸域の光

学的な物理モデルに基づいて、衛星画像のデータと水深の関係を表すモデルがしばしば用いられてき
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た（例えば、Lyzenga 1978）。これらのモデルでは海域ごとに海水の透明度などの影響で変化する係

数が含まれるが、衛星画像とそれに対応する測深データ（学習用水深データ）との比較でモデルの係

数を回帰的に得るため、半経験的手法と呼ばれる。近年は、物理モデルにかわり機械学習で水深推定

モデルを構築する方法も提案されている（Manessa et al 2016; Misra et al 2018）。しかしながら、こ

れらの方法では衛星画像ごとに対応した学習用水深データを得るための現地調査が必要である。SDB

に期待される低コストかつ迅速に情報を提供するという目的を達成するためには、現地調査を必要と

せず、衛星画像のみからあらゆる海域の水深を高精度で推定可能な方法が求められる。そこで、本研

究では機械学習と多数の衛星画像を活用することで衛星画像のみから効率的かつ高精度でSDBを作成

する方法を考案し、その精度についての検証を行った。

図１　浅海域を計測する様々な技術

図２　SDBの例（出典：一般財団法人日本水路協会（2016））
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２．解析環境とデータ

　Google社が提供するクラウド上の解析環境Google Earth Engine（GEE）を利用して、解析を行った。

衛星画像としてSentinel-２L-２Aプロダクトを使用した（European Space Agency 2015）。同プロダ

クトはSentinel-２L-１Cプロダクトより作成された大気補正済み地表面反射データである。

　本研究では機械学習により衛星データと水深データを対応付けるモデルを構築するが、正解とする

水深データとしては、表１の測深データを用いた。各海域について、2015年６月から2021年11月まで

の雲量10%未満のすべてのSentinel-２の画像を取得し、測深データ（目的変数）と対応する衛星画像

の画素データ（説明変数）を１組とするデータセットを衛星画像ごとに作成した。このデータセット

から海域ごとに無作為に20,000点を上限としてデータを抽出し、さらに無作為に学習用と評価用に分

けて学習データセットと評価データセットを構築した。

3．解析方法

　水深を推定する機械学習モデルとしてはランダムフォレストを選定した（Breima 2001）。ランダ

ムフォレストは既往研究においてもSDBの機械学習モデルとして使用されており、高い性能を発揮し

ている（Manessa et al 2016; Sagawa et al 2019a）。

　ここではすべての学習データを用いてランダムフォレストのモデルの学習を行った。ランダムフォ

レストでは、学習の過程で、衛星画像の反射率と水深の関係を関係づける複数の決定木を自動的に生

成する。水深推定時は、入力された衛星画像の各画素の反射率データに対し、各決定木が出力した水

深推定値から多数決的に最終的な水深を決定する。複数の海域を複数時期に撮影した衛星データにつ

いて、測深データとの関係を学習させることで、多様な底質や透明度に対応した決定木を生成するこ

とが想定され、汎用性を向上させることが期待できる。

　学習済みのランダムフォレストモデルを用いたSDBの作成は３ステップで行うとともに、それぞれ

の段階で精度評価も実施した。各ステップの処理内容について以下に説明する。

　

3．1．ステップ１

　ランダムフォレストによる水深推定モデルを用いて、各衛星画像に対して０－20mの水深を推定し

たSDB １を作成した。SDB １の精度評価は学習データセットと評価データセットのそれぞれに対し

て行った。

表１　測深データ
海域名 測深方法 提供機関

竹富島 シングルビームソナー 山口大学

プエルトリコ・ガウニカ 航空レーザー測深 NOAA

ハワイ・オアフ島 航空レーザー測深 NOAA

バヌアツ・エファテ島 シングルビームソナー RESTEC

波照間島 航空レーザー測深 海上保安庁
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3．2．ステップ２

　水中での減衰率の高い近赤外バンドを用いて陸域を判別し、青バンドについて十分に深い海域の統

計量から深海域を分類した。SDB １について陸域と深海域のマスク処理を行うことでSDB ２を作成

した。SDB ２の精度評価は同様のマスク処理を行った評価データセットについて行った。

3．3．ステップ３

　海域ごとにSDB ２のマージ処理を実施した。解析範囲の画素ごとにSDB ２の中央値、データ数、

標準偏差を算出し、データ数が３以上、標準偏差が5.0m未満の画素について、中央値をSDB ３の出

力とした。海域ごとに測深データのある画素から10,000点を上限として検証点を無作為に抽出し、精

度評価を行った。

4．結果と考察

　図３にSentinel-２より作成したSDBの概観を示す。水深０－20mの範囲をカラースケールで表示し

ている。図４では、（a）波照間島周辺におけるSDBと（b）測深データの分布図を示しているが、概観

は類似していることが確認できる。

　全海域のSDB 1－3についての精度として、平均二乗誤差平方根（RMSE）、平均誤差、決定係数（R

２）を表２にまとめた。SDB １のRMSEをみると、評価データの誤差が学習データの約1.5倍となっ

ている。SDB ２、SDB ３の処理で精度は改善され、最終的なSDBの０－20mの推定値についての誤

差はRMSEで1.76mであった。

　図５に最終的なSDBと測深データの散布図を示す。データは対角線上によくまとまっていることが

分かる。水深の大きさについてみると、10m以上では、SDBが実際より水深を小さく推定しているデー

タがやや多いことが分かる。また、どの水深においても、大きな誤差を含むデータがあり、水深５m

以下においても誤差が大きい場合は約５mに達している。

　水深の計測精度の基準としてはIHO発行のS-44があり、水深100m未満かつUKC（余裕水深）が

問題にならない海域では１b級の基準が示されている（IHO 2008）。同基準では、水平位置の測定

の誤差の限度（THU: Total horizontal uncertainty）および深さの測定の誤差の限度（TVU: Total 

vertical uncertainty）を定めている。また、これとは異なる基準として、同じくIHOが定義している

CATZOC（Category Zones of Confidence）があるが、A１級、A２級、B級、C級の４段階のカテゴリー

についてTHUとTVUの基準を示しており、C級に達しない場合はD級に分類される（IHO 2014）。

S-44の１b級の精度はCATZOCのA１級に相当する（厳密にはTVUの定義はやや異なる）。SDBにつ

いては、水平方向位置精度は衛星画像のプロダクトに依存するが、最も位置精度の高いWorldView-

３はA１級の基準を満たしている（Mulawa et al 2018）。一方で、水深推定精度は、過去の文献（Ashphaq 

2021が調べた文献を対象とする）において水深10-20mまでを対象とした研究では、精度はCATZOC

のA２級からD級に相当する結果が報告されており、手法と深さによる精度ばらつきが大きい。

　本研究結果のSDB精度について、CATZOCの基準に照らし合わせてみると、水平方向の位置精度

については、Sentinel-２のデータは２σで20mであり（Sentinel online 2022）、B級の基準（95%信頼
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区間の許容誤差50m）を満たす。一方で、鉛直方向誤差の平均値および標準偏差は0.03mおよび1.76m

であり、例えばC級の20mの95%信頼区間の許容誤差3.0mを満たさない。よって、現状の品質はD級

であり、C級、B級の基準達成のためには、さらなる鉛直方向精度の向上が必要である。

　図６は波照間をSentinel-２で撮影した日時に対応した潮位の変化を表している。潮位データは気

象庁の最寄りの観測所である石垣島のデータを用いた。このデータの中央値の潮位は約77cmであり、

本研究でのSDBは全期間のデータが有効の場合に、潮位77cmの時の海面からの水深を推定している

ことになる。一方で、観測所で記録した長期間のデータから得られる平均水面の潮位は107cmであり、

その差約30cmは誤差となる。なお、図６のデータの平均値は約87cmであり、この場合の誤差は10cm

程度小さくなる。しかしながら、SDBは画像ごとに必ずしも正しい推定ができるかわからないため、

SDBの値としては全画像に対応するSDBの平均値を用いるほうが中央値より良いとは必ずしも言えな

い。

　また、水深モデル構築時の各衛星画像に対応した水路測量データの水深に対する潮位補正処理は実

施していない。この影響により、波照間の場合は図６のデータからすると、-70cm から＋50cmの水

深値の誤差を機械学習時に生じさせている。これについては、衛星画像観測時の潮位も衛星画像から

予測して補正する方法などが考えられる（Sagawa et al 2019b）。

図３　Sentinel-２より作成したSDB

波照間島

竹富島 バヌアツ・エファテ

ハワイ・オアフ

プエルトリコ・ガウニカ
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図４　Sentinel-２より作成した波照間島周辺のSDBと測深データの分布図

表２　SDBの精度

SDB １ SDB ２ SDB ３

学習データ 評価データ

RMSE （m） 1.85 2.72 2.56 1.76

平均誤差 （m） 0.19 0.23 0.26 0.03

R２ 0.90 0.78 0.81 0.87

（b）測深データ（LiDAR）

（a）Sentinel-2 Derived Bathymetry
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5．結　論

　本研究で開発した水深推定モデルにより、透明度の高い浅海域について、Sentinel-２のデータの

みから空間分解能10mで水深情報を得ることができるようになった。既存の深浅測量技術と比較して

誤差は大きいものの、低コストで迅速に広域の海底情報を得ることができる。

　精度については水平方向の位置精度はCATZOCのB級の基準を満たすが、鉛直方向精度は現状では

C級の基準に届かない。C級やB級の基準達成のためには、衛星観測時の潮位に対する補正等の実施

や検証方法の見直しにより、鉛直方向精度の更なる向上が必要である。

図５　SDBと測深データの散布図

図６　波照間島のSentinel-２データの撮影日と対応する潮位
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6.　今後の展望

　高性能の衛星センサで撮影された衛星画像が高頻度で利用できるようになったことや、機械学習な

どの解析技術の向上により、SDBの精度の更なる改善が検討されている。水平方向の位置精度は、最

も位置精度の高いWorldview-３衛星のデータを使用した場合で、CATZOCのA １級の基準を満たし

ていることから、鉛直方向の推定精度が向上すれば、条件によっては既存の水路測量方法に迫る精度

が得られる可能性もある。SDBを実用化する上で、解析条件と得られる水深推定精度の不明瞭さも主

な課題であるが、SDBに用いる衛星データや対象海域と精度の関係などの整理が進めば、よりSDBを

実利用しやすくなり、SDBの活用が促進されることが期待される。
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